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研究成果の概要（和文）：地震時の地盤の液状化による建物の傾斜と基礎の不同沈下、および使

用限界の関係を調べた。液状化した地盤の地下水位について、季節変動量や降雨との関係を明

らかにした。液状化によって大きな被害を受けた家屋と、液状化対策のお陰で被害を免れた家

屋の数値解析的ケーススタディの援用を得て、地震時に地盤が液状化しないための地盤改良工

法や、地盤が液状化しても建物が傾斜せず不同沈下しないための基礎の選定方法を提案した。 
 
研究成果の概要（英文）：Relationship between the inclination and the uneven settlement of 
house were investigated and their minimum numbers for which repair of the house is 
required to keep living were made clear based on the form survey regarding many houses 
damaged due to liquefaction of soil. It was also made clear that the seasonal fluctuations of 
groundwater table were similar to the change of monthly precipitation. Effects of several 
countermeasures against liquefaction were discussed through the actual case studies and the 
numerical analyses. Based on these evaluations of various countermeasures, effective soil 
improvement methods and liquefaction-resistant foundations were presented.     
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１． 研究開始当初の背景 

(1)液状化対策の既往の研究 

地震国である我国では、締固め・固

化・排水・せん断変形抑制など、様々な

液状化対策が開発されてきた。市街地の

小規模宅地向けにも、ドレーンパイプ・

表層固化・柱状改良・水平排水暗渠工法

などが開発されてきたが、特に宅地に関

しては地盤条件や地形条件に照らした

適否判断をせず、明確な設計法無しに施

工されてきた。図―１は、液状化層厚と

地表面の非液状化層厚の比から、対策の

要否を判断する拠り所として、今日なお

参照される石原の図であるが漠然とし

たもので、対策の選定や設計・評価に使
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える図とは言い難い。 

 

(2)定量的被害データの欠如と検証機会

の喪失 
1995 年阪神淡路大震災で被災した幾

つかの護岸や橋台を除けば、1983 年日本

海中部地震や 2004 年中越地震直後の液

状化被害調査も定性的な目視踏査に留

まり、宅地の定量的変状データは残され

ておらず、住宅基礎被害に関する正確な

資料収集の好機を逃した。このために、

実験や解析で液状化対策は提案されて

も現実との照査が欠落し、宅地の液状化

対策の有効性や各種基礎の効果は検証

されておらず、それらの妥当性は明確で

なかった。 
(3)緊急かつニーズの大なる課題 

このような状況の中、2004年中越地

震で壊滅的被害を受けた多数の宅地/

家屋が再び2007年新潟県中越沖地震で

甚大な液状化被害を蒙り、またも教訓

が生かされなかった写真―１に例示す

るような液状化被害を受けた宅地と基

礎が残っている間に、学術・技術上の

定量的データを収集することは緊急の

課題である。特に中越沖地震による被

害家屋の中には、中越地震後の復旧で

液状化対策や基礎工法が採用されたも

の（例、写真―２）と無対策のものが

あり、液状化対策の定量的効果を検証

できる。また耐液状化基礎は、家屋再

建に向けた被災者らのニーズが極めて

高く、将来的に震災復旧のマニュアル

になると期待される。 

 

(4)本研究に向けた事前準備 

研究代表者らを含む研究者集団は、下記

の調査を行った。本研究はその結果の一部

を踏まえて実施する。 
①地震によって液状化した宅地 90 箇所で

サウンディング地盤調査と地下水位調査。 
②上記宅地と家屋の被害状況についてのヒ

アリング調査、および地震前後の地形調査。 
 
２．研究の目的 

2007 年新潟県中越沖地震によって全壊

～半壊に至った家屋について、地盤の液状



化の有無と基礎の被害の関係を実態調査し、

液状化に関する数値解析の援用を得て、宅

地の液状化対策最適選定方法を提案し、液

状化で壊れない低コストの住宅基礎を開発

する。 

 
２． 研究の方法 
(1)図―2に示す2007年中越沖地震による

液状化被災７地域において、既に実施し

た90件以上の宅地・家屋の液状化被害調

査と地盤のサウンディング調査(一例、写

真―3)結果を整理(一例、図―3、図―4中

のN値深度分布)する。 

(2)標準貫入試験を行って液状化層を特

定し、不撹乱試料を採取して液状化試験

を行い、液状化数値解析の入力データを

求める。 

(3)これらと並行して、10～15軒程度の住

宅の解体・ジャッキアップ時に宅地と基

礎の変状・被害を定量的に調べる(一例、

写真―4)とともに、宅地の傾斜と周辺の

斜面等の地形測量(図―3、図―4)を行っ

て解析領域と基礎をモデル化する。 

(4)次いで、宅地と基礎の変状に関する各

種解析結果を実測値と比較し、各々の解

析の妥当性を検証する。 

(5)妥当と考えられる解手法を用いて、地盤

の液状化防止工法・耐液状化基礎のいずれ

か、あるいはこれらの組み合わせによる液

状化対策の最適選定方法と耐液状化基礎の

設計・施工方法を提案する。 
 
３． 研究成果 

(1)2007 年新潟県中越地震で液状化した多

数の宅地上の家屋被害調査結果をまとめ、 
そのうち 39 家屋の建替え・ジャッキアッ

プ時に基礎の被害を測量するとともに、ス

ウェーデン式サウンディングによる地盤調

査を行って砂地盤の強度・密度・液状化層

を明らかにした。 
(2)刈羽村稲場と柏崎市山本団地において

地盤の標準貫入試験と砂の不攪乱試料採

取・液状化強度試験を実施し、スウェーデ

ン式サウンディング結果と比較して、個々
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図―2 液状化被害調査地域 
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写真―3 液状化被害調査と 
地盤のサウンディング調査事例 



の宅地における地層構成と液状化層を特定

した。 
(3)既往資料と新規測量から地震前後の宅

地の変状量を定量化し、数値解析によって

再現した。その結果、地盤改良と地下水位

低下工法の効果を数値的に再現可能である

ことが分かった。 
 (4)刈羽村と柏崎市の７地域 24 箇所に地

下水位計を設置し、地震後 3 年間の水位変

動を測定して降雨量との関係を調べた。そ

の結果、地下水位は降雨量の影響を 1 ヶ月

遅れ程度で受け、季節的に変動することが

分かった。その季節変動量は場所や地形に

よって 0.3ｍ～1.0ｍ程度であることが分か

った。その結果、液状化を予測する場合は、

多雨（多雪）期の水位に基づくべきである

ことが推奨された。 
 (5)2004 年新潟県中越地震で、地盤の液状

化に起因する地すべりが発生した旧山古志

村尼谷地地区の地すべりを例として、繰り

返し載荷による土の強度低下を考慮した修

正 Newmark 法によって実際の地すべり量

を再現した。その結果、この方法は地すべ

り量を予測する簡便な方法として有効であ

ることが分かった。 
 (6)液状化被害の程度と地下水位との関係、

損傷した基礎の被災度（凹凸度）とPL値(液
状化指数)との関係等を調べた。その結果、

地下水位が浅いほど、PL 値が大きいほど

液状化被害の程度は著しく、凹凸度が大と

なることが実証された。 
(7)被害家屋のうち、液状化無対策宅地およ

び有対策宅地の地盤変状を、数値解析と実

測値との比較を行って検証した。その結果、

液状化対策を行っていない宅地が液状化に

起因する斜面崩壊を誘発したのに対し、地

下水位低下・杭基礎・浅層地盤改良を実施

した宅地の変状が僅かであることが解析的

に実証された。 
(8)地震後に排水暗渠による地下水位低下

工法を施工した住宅地における、水位低下

の効果を長期観測し、本管と枝管の適切な

間隔・埋設深度などのデータが得られた。 
(9)柱状改良・小口径鋼管杭などの支持杭を

持つ家屋の液状化被害程度が小さいことが

分かった。これに基づいて、液状化対策工

法と耐液状化基礎の提案、および選定フロ

ー作成の見通しがついた。  
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